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【連結注記表】
　

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 13社
（2）連結子会社の名称 イードリーム株式会社

Cellebrite Mobile
Synchronization Ltd.
Cellebrite Inc.
Cellebrite GmbH
Cellebrite Soluções
Tecnol'ogicas Ltda.
Cellebrite Asia Pacific Pte Ltd.
Cellebrite UK Limited
SUNCORP USA, Inc.
Cellebrite France SAS
Cellebrite Canada Mobile Data
Solutions Ltd.
Bacsoft, Ltd.
Cellebrite (Beijing) Mobile Data
Technology Co. Ltd.
Cellebrite Australia Pty Limited.
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（3）非連結子会社の名称 依地貿易（上海）有限公司
Cellebrite Technology
Private Limited.
非連結子会社は、小規模であり総資
産、売上高、当期純損益（持分に見
合う額）及び利益剰余金（持分に見
合う額）等が、いずれも連結計算書
類に重要な影響を及ぼしていないた
め、連結の範囲に含めておりません。
Cellebrite Technology Private
Limited.の設立が2019年１月に完了
しましたが、同社の決算月が12月で
あることから、当連結会計年度にお
いては連結の範囲には含まれており
ません。

　2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用関連会社の数 １社
（2）持分法適用関連会社の名称 Cellomat Israel Ltd.
（3）持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社の名称
依地貿易（上海）有限公司
持分法を適用していない非連結子会
社については、当期純損益（持分に
見合う額）及び利益剰余金（持分に
見合う額）等が、いずれも連結計算
書類に重要な影響を及ぼしていない
ため、持分法の適用範囲に含めてお
りません。

（4）持分法の適用範囲の変更 当連結会計年度において、清算に伴
い、Infinity Augmented Reality,
Inc.を連結の範囲から除外しており
ます。
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　3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 連結子会社のうちCellebrite
Mobile Synchronization Ltd.、
Cellebrite Inc.、
Cellebrite GmbH、
Cellebrite Soluções
Tecnol'ogicas Ltda.、
Cellebrite Asia Pacific Pte Ltd.、
Cellebrite UK Limited、
SUNCORP USA, Inc.、
Cellebrite France SAS、
Cellebrite Canada Mobile Data
Solutions Ltd.、
Bacsoft, Ltd.、
Cellebrite (Beijing) Mobile Data
Technology Co. Ltd.及び
Cellebrite Australia Pty Limited.
の決算日は2018年12月31日であり
ます。連結計算書類の作成に当たっ
ては、同決算日現在の計算書類を使
用しておりますが、当該決算日と連
結決算日が異なることから生ずる連
結会社間取引にかかる会計記録の重
要な不一致については、連結上必要
な調整を行っております。
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4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

その他有価証券 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時
価法（評価差額は、全部純資産直入
法により処理し、売却原価は、移動
平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法
② デリバティブ 時価法
③ たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっており
ます。
製 品 総平均法
原材料 移動平均法

国内連結子会社については主として
総平均法

仕掛品
受託開発品 個別法
上記以外の仕掛品 総平均法
なお、在外連結子会社については、移動平均法による低価法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
　 ① 有形固定資産（リース資産を除く） 当社及び国内連結子会社は定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得
した建物（建物附属設備を除く）、並
びに2016年４月１日以降に取得した
建物附属設備及び構築物については、
定額法を適用しております。
また、在外連結子会社は当該国の会
計基準の規定に基づく定額法を採用
しております。
なお、主な耐用年数は、以下のとお
りであります。
建 物 及 び 構 築 物 10年～50年
機械装置及び運搬具 ６年～８年
工 具 器 具 備 品 ２年～６年
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② 無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用ソフトウエア 社内における利用可能期間に基づく

定額法
上記以外の無形固定資産 定額法

③ リース資産 リース期間定額法
（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金 当社及び国内連結子会社は、債権等

の貸倒れによる損失に備えるため、
一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。
また、在外連結子会社は、特定の債
権について回収不能見込額を計上し
ております。

② 賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるため、支
給見込額を計上しております。

③ 役員賞与引当金 役員の賞与の支給に備えるため、当
連結会計年度負担額を計上しており
ます。

④ 製品保証引当金 在外連結子会社は、製品保証費用の
支出に備えるため、売上高に対する
過去の経験率により算定した額を計
上しております。

⑤ 役員退職慰労引当金 国内連結子会社は、役員の退職慰労
金の支出に備えるため、内規に基づ
く連結会計年度末要支給額を計上し
ております。

（4）その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 退職給付に係る負債の計上基準 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債
務及び年金資産額に基づき計上して
おります。
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② ヘッジ会計の方法
イ ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を適用しております。
ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 （ヘッジ手段) 為替予約

（ヘッジ対象) 外貨建予定取引
ハ ヘッジ方針 外貨建取引に係る将来の為替レート

変動リスクを回避する目的で為替予
約取引を行っております。

ニ ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ開始時から有効性判定時点ま
での期間において、ヘッジ対象の相
場変動とヘッジ手段の相場変動とを
比較し、両者の変動額等を基礎にし
た比率分析により判定しております。
なお、ヘッジ手段及びヘッジ対象に
関する重要な条件が同一であり相場
変動を完全に相殺できると想定でき
る場合には有効性評価を省略してお
ります。

③ 消費税等の会計処理 税抜処理
　
5. 重要な収益及び費用の計上基準
イ　受注制作のソフトウエアに係る売上高及び売上原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるソフト
ウエア制作
工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)

ロ その他のソフトウエア制作
　工事完成基準

（表示方法の変更に関する注記）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年
２月16日）に伴う、「会社法施工規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」
（法務省令第５号 平成30年３月26日）を当連結会計年度の期首から適用して
おり、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定
負債の区分に表示しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 4,226,648千円

2. 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土
地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律
第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価差額について再評価差
損に係る繰延税金資産相当額を控除せず再評価差益に係る繰延税金負債相当額
を控除して、「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布

政令第119号）第２条第４号に定める地価税法第16条に規定
する地価税の計算のために公表された方法により算定した価
額に合理的な調整を行い算定しております。

再評価を行った年月日 2001年３月31日
再評価を行った事業用土地の、期末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額 △234,509千円

　
3. 保証債務
当社グループは、リースにより製品を販売する顧客のリース契約に関して、一
部買取保証を行っております。その保証額は次のとおりであります。

　 リース買取保証額 2,135千円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

　

株式の種類 当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

発行済株式数
普通株式 22,575,300株 10,000株 ―株 22,585,300株
合 計 22,575,300株 10,000株 ―株 22,585,300株

　
2. 剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額等

　

決議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2018年６月26日
定時株主総会 普通株式 451,487 20 2018年

３月31日
2018年
６月27日

　

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計
年度になるもの
2019年６月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する
事項を次のとおり提案しております。

　

決議 株式の種類配当の原資 配当金の総額（千円）
１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2019年６月26日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 451,687 20 2019年

３月31日
2019年
６月27日

　
3. 当連結会計年度の末日における新株予約権に関する事項

　

目的となる株式の種類 普通株式
目的となる株式の数 606,800株
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(金融商品に関する注記)
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、一時的な余
資は安全性の高い金融資産で運用しております。また、短期的な運転資金は銀
行借入により調達しております。デリバティブは、外貨建ての営業債務に係る
為替変動リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針
であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。
当該リスクに関しては、与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高
管理を行うことによりリスク低減を図っております。なお、当期の連結決算日
現在における営業債権のうち17.8％が特定の大口顧客に対するものであります。
また、営業債権である受取手形及び売掛金は、そのほとんどが１年以内の決済
期日であります。
　投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されていま
すが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価
が取締役会に報告されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。
　借入金は、主に営業取引に係る資金調達であります。
　営業債務及び借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループ各
社において適時に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。
　デリバティブ取引の実行・管理については、取引権限及び取引限度額を定め
た社内ルールに従い、経理部が決裁担当者の承認を得て行っております。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
　2019年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及
びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること
が極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注)2.を参照し
てください）。

（単位：千円）
　

連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

（1）現金及び預金 16,248,744 16,248,744 ―
（2）受取手形及び売掛金 3,462,505

貸倒引当金(※) △200,765
3,261,739 3,261,739 ―

（3）投資有価証券
その他有価証券 397,766 397,766 ―

ー資産計 19,908,251 19,908,251 ―
（1）支払手形及び買掛金 1,613,116 1,613,116 ―
（2）短期借入金 3,819,000 3,819,000 ―

負債計 5,432,116 5,432,116 ―
　

(※)受取手形及び売掛金に対する貸倒引当金を控除しております。
(注)1. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　 資産

（1）現金及び預金並びに（2）受取手形及び売掛金
これらのほとんどが短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額によっております。

（3）投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券その他の金融商品
は取引金融機関から提示された価格によっております。
①その他有価証券の当連結会計年度中の売却額は14,763千円、償還額は201,170千円
であり、売却益の合計は4,932千円であります。また、その他有価証券において、種
類ごとの取得原価又は償却原価、連結貸借対照表計上額及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。
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（単位：千円）
　

種 類 取得原価又は
償却原価

連結貸借対照表
計 上 額 差 額

連結貸借対照表計
上額が取得原価又
は償却原価を超え
るもの

株式 34,579 98,908 64,328

連結貸借対照表計
上額が取得原価又
は償却原価を超え
ないもの

株式 375,621 298,858 △76,762

合 計 410,200 397,766 △12,434
　

②上記の表中にある「取得原価又は償却原価」は減損処理後の帳簿価額であります。
　 負債
　 （1）支払手形及び買掛金、（2）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

(注)2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

　

区 分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 28,504

　

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るには過
大なコストを要すると見込まれます。従って、時価を把握することが極めて困難と認
められるものであるため、「（3）投資有価証券」には含めておりません。

(注)3. 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

　

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

（1）現金及び預金 16,248,744 ― ― ―
（2）受取手形及び売掛金 3,456,391 6,113 ― ―

合 計 19,705,136 6,113 ― ―
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（企業結合等関係に関する注記）
　2018年３月25日開催の取締役会において連結子会社であるCellebrite Mobile
Synchronization Ltd.及びその子会社における企業集団にて手掛ける事業のうち、携
帯電話販売店向け(モバイルライフサイクル事業）をESW Holdings, Inc.に譲渡する
ことを決議し、譲渡いたしました。
(1)事業分離の概要
　 ①分離先企業の名称及び事業の内容
分離先企業の名称 ESW Holdings, Inc.

　 事業の内容 モバイルライフサイクル事業
　 ②事業分離を行った主な理由

連結子会社Cellebrite Mobile Synchronization Ltd.を中心に、犯罪捜査機関
等向け（デジタル・インテリジェンス事業）及び携帯端末販売店向け（モバイルラ
イフサイクル事業）にモバイルデータトランスファー機器及び関連サービスの開
発・製造・販売をするモバイルデータソリューション事業を行ってまいりました。
近年の経営成績では、犯罪捜査機関等向け（デジタル・インテリジェンス事業）
の成長が著しく、それに対し、携帯端末販売店向け（モバイルライフサイクル事
業）が伸び悩んでおりました。
今般、事業状況を勘案し、経営資源を成長分野である犯罪捜査機関等向け（デジ
タル・インテリジェンス事業）に重点的に配分し、注力することを決断し、
Cellebriteグループの携帯端末販売店向け（モバイルライフサイクル事業）を譲渡
することにいたしました。

　 ③事業分離日
　 2018年３月25日

(2)実施した会計処理の概要
　①移転損益の金額
　 事業譲渡益 758,907千円
　②移転した事業に係る資産および負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳
流動資産 1,532,133千円
固定資産 11,100千円
資産合計 1,543,233千円
流動負債 843,156千円
負債合計 843,156千円
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　③当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概
　 算額
　 売上高 1,423,697千円
　 営業損失 182,035千円

（１株当たり情報に関する注記）
　 １株当たり純資産額 381円61銭
　 １株当たり当期純損失（△） △43円63銭

（固定資産の減損に関する注記）
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を
計上しております。

用途 場所 種類 金額

事業用資産
愛知県名古屋市

工具器具備品 974千円
ソフトウェア 79千円

愛知県江南市 ソフトウェア 106千円
当社グループでは、減損会計の適用にあたり、事業所及び事業の種類等を総

合的に勘案してグルーピングを行っております。
当社グループのその他事業における事業計画の策定にあたり、市場及び事業

環境の変化による収益性の低下に伴い減損の兆候が認められたことから、将来
の回収可能性を検討した結果、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少
額を減損損失として計上しております。
なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、正味売却価額は、

主として処分見込価額から処分見込費用を控除した額を使用しております。ま
た、当該資産について売却が困難であるものについては、正味売却価額を零と
しております。
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【個別注記表】
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 有価証券の評価基準及び評価方法
（1）子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
（2）その他有価証券 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は、全部純資産
直入法により処理し、売却原価は、
移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法
2. デリバティブ取引の評価方法 時価法
3. たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっておりま
す。

（1）製 品 総平均法
（2）原材料 移動平均法
（3）仕掛品

受託開発品 個別法
上記以外の仕掛品 総平均法

4. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く） 定率法

ただし、1998年４月１日以降に取
得した建物（建物附属設備を除
く）、並びに2016年４月１日以降
に取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法を適用して
おります。
主な耐用年数は、以下のとおりで
あります。
建 物 15年～50年
工具器具備品 ２年～６年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用ソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法
上記以外の無形固定資産 定額法

（3）リース資産 リース期間定額法
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5. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金 債権等の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を
計上しております。

（2）賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるため、
支給見込額を計上しております。

（3）役員賞与引当金 役員の賞与の支給に備えるため、
当事業年度負担額を計上しており
ます。
なお、当事業年度の計上はありま
せん。

6. 収益及び費用の計上基準
受注制作のソフトウエアに係る売上高及び売上原価の計上基準
イ 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるソフトウ
エア制作
工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)

ロ その他のソフトウエア制作
工事完成基準

7. 消費税等の会計処理 税抜方式

（表示方法の変更に関する注記）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30
年２月16日）に伴う、「会社法施工規則及び会社計算規則の一部を改正する
省令」（法務省令第５号 平成30年３月26日）を当事業年度の期首から適用
しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債
は固定負債の区分に表示しております。
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（貸借対照表に関する注記）
　 1. 有形固定資産の減価償却累計額 2,231,593千円
　 2. 関係会社に対する短期金銭債権 1,538,381千円
　 関係会社に対する短期金銭債務 66,119千円
　 3. 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び

「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布
法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価差額について再
評価差損に係る繰延税金資産相当額を控除せず再評価差益に係る繰延税金負
債相当額を控除して、「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しており
ます。
再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31

日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法
第16条に規定する地価税の計算のために公表された方
法により算定した価額に合理的な調整を行い算定して
おります。

再評価を行った年月日 2001年３月31日
再評価を行った事業用土地の、期末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額 △234,509千円

4. 保証債務
当社は、リースにより製品を販売する顧客のリース契約に関して、一部買取
保証を行っております。その保証額は次のとおりであります。

　 リース買取保証額 2,135千円
（損益計算書に関する注記）
　関係会社との取引高 売 上 高 ―千円

仕 入 高 等 558,409千円
営業取引以外の取引高 1,641,776千円

　
（株主資本等変動計算書に関する注記）
　当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数 普通株式 946株
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　 繰延税金資産
　 研究開発費 713,760千円
　 投資有価証券 19,403千円
　 子会社株式 393,322千円
　 賞与引当金 101,653千円
　 貸倒引当金 13,494千円
　 繰越欠損金 710,566千円
　 その他 131,562千円
　 繰延税金資産小計 2,083,762千円
　 評価性引当額 △2,083,762千円
　 繰延税金資産合計 ―千円
　 繰延税金負債
　 その他有価証券評価差額 19,117千円
　 繰延税金負債合計 19,117千円
　 繰延税金負債の純額 19,117千円
　

（関連当事者との取引に関する注記）
　子会社等

種類 会社等の名称 所在地

資本金
又は出
資金
(NIS)

議決権等
の所有割
合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

子会社

Cellebrite
Mobile

Synchronization
Ltd.

イスラ
エル国 1,345

（所有）
直接
97.2%

製品の仕入
役員の兼任 製品の仕入 379,386

前払費用
長期前払
費用

91,425

102,685

子会社 Bacsoft Ltd. イスラ
エル国 2019

（所有）
直接
90.0%

資金の貸付
製品の仕入
役員の兼任

資金の貸付 33,297
関係会社
長期貸付
金

133,188

取引条件及び取引方針の決定等
1. 取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。
2. 仕入価格は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。
3. 子会社に対する貸付金につきましては、市場金利を勘案して利率を決定しております。
　 なお、担保は受け入れておりません。

　
（１株当たり情報に関する注記）
　 １株当たり純資産額 249円94銭
　 １株当たり当期純損失（△） △77円36銭
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（固定資産の減損に関する注記）
当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しており
ます。

用途 場所 種類 金額

事業用資産
愛知県名古屋市 工具器具備品 974千円

ソフトウェア 79千円
愛知県江南市 ソフトウェア 106千円

当社では、減損会計の適用にあたり、事業所及び事業の種類等を総合的に勘案
してグルーピングを行っております。
当社のその他事業における事業計画の策定にあたり、市場及び事業環境の変化
による収益性の低下に伴い減損の兆候が認められたことから、将来の回収可能性
を検討した結果、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失と
して計上しております。
なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、正味売却価額は、
主として処分見込価額から処分見込費用を控除した額を使用しております。また、
当該資産について売却が困難であるものについては、正味売却価額を零としてお
ります。
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